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これからの国際物流戦略

一帯一路政策を踏まえた
ポストコロナ時代の
 日本通運の国際戦略

東京大学大学院  准教授
柴崎隆一企画・文責

聞き手・ 東武鉄道
越野晴秀企画補佐

文責・ 福島竜男廣田　靖田中博之杉山龍雄
日本通運株式会社 日通国際物流（中国）有限公司

お知らせ Information

●日　時　12月7日（月）19時～20時30分
●講演者　東京大学大学院 工学系研究科 小澤一雅 教授
　　　　　名古屋大学大学院 環境学研究科 加藤博和 教授
　　　　　東京大学大学院 工学系研究科 羽藤英二 教授
　　　　　東京理科大学 理工学部 建築学科 伊藤香織 教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （司会）

●形　式　オンラインセミナー（ZOOMウェビナー）

見学会・講演会など

　例年、春・秋に行われていた見学会に代わる企画を今年度
中の開催に向けて準備しています。

第3回 国土と交通の未来像を考える
 ―リモート、ディスタンシング、レジリエンス、社会の新たな潮流―

　新型コロナウイルス感染症の蔓延により社会や国民生活の
常態が変容していく中、従来発想の国土整備や交通計画は大
きな転換を迫られている。「ポストパンデミック時代」の国土
整備や交通計画はどう変わるのか、「ニューノーマル」の社会
システムやインフラはどう整備・構築していくべきなのか。
今回は「リモート社会の進展、ディスタンシングを考慮した
社会の中での移動、都市のレジリエンス」の観点から、新た
な国土像や社会インフラのあり方を考える機会とします。

講演会

イブニングセミナー

見学会

交通の変化とともに コロナ禍における大学教育のゆくえ
13–14 Projects 15 News Letters Opinion16
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中村良夫
東京工業大学名誉教授 三菱地所
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グローバルにロジスティクスを
事業展開している日本通運（株）

に、海外事業戦略、COVID-19感染
拡大時の中国の状況、今後の中国に
おける事業戦略等について取材させ
ていただきました。取材では、本社お
よび上海の東アジアブロック本社と
オンラインで繋いでインタビューさ
せていただきました。

日本通運の海外戦略

柴崎　まずは御社の世界各国への進
出戦略についてご説明いただけますか。
田中　日本通運は、明治5年の陸運
元会社を起源とし、1937年（昭和12

年）に半官半民の国策会社として創
設、1950年（昭和25年）に民間会社
となり、創設から83年が経過しまし
た。当初は国内事業が中心でした
が、1958年に米国に初めて駐在員事
務所をつくり、それから徐々に海外
事業を拡充してきました。現在、米
州には米国、カナダ、メキシコ、ブ

ラジル、コロンビアに拠点があり、
欧州方面（中欧・東欧・南欧）に加え、
最近ではモロッコやケニアにも進出
し、アフリカ地域への事業展開も図
っています。東アジアでは中国本土
をはじめ、台湾、香港、韓国に、東
南アジアにはシンガポール他
ASEAN主要国、そして豪州、イン
ド、パキスタン等に事業会社がある
のに加え、最近では、中欧班列 注1）

の一つの拠点であるカザフスタンに
も進出しました。今後の戦略として
は中央アジア、インドからアフリカ
の東に広げてカバレッジを増やし、
グローバルなネットワークを強みに
日本発着の物流のみならず、海外間
の物流事業拡大にも積極的に取組ん
でいます。

　主な事業は、航空・船舶を利用し
た国際フォワーディング（貨物利用運
送事業：荷主と輸送事業者の間に入り

複合一貫輸送を実現）です。また、鉄
道を利用したフォワーディングも重
要なサービスと位置づけ、中欧班列

のほか、シンガポール、タイ、マレ

ーシア等でも鉄道物流を徐々に拡大
していこうとしています。もう一つ
の大きな事業としては倉庫事業で、
生産物流から販売物流まで、自動車
の門前倉庫からアパレル・ハイファ
ッション等の製品倉庫まで手掛けて
います。さらには建設用重機、プラ
ントや発電所関連などの重量物輸送
サービスも海外で展開しています。
　海外の従業員数は約23,000人、そ
のうち日本からの出向社員が約500 

人、ほとんどは現地スタッフで、そ
うした人材が日本通運の海外事業を
支えています。
杉山　東アジアブロックでは、中国
が提唱している一帯一路 注2）政策の影
響もあって、ASEAN、インド、豪
州、アフリカ等の物流量が増えてお
り、当社としてもそうしたエリアへ
の進出を強化していく戦略をとって
います。現在、中国では半導体、医
薬、アパレル、電機、自動車産業等
への取り組みが強化されており、内

Interview:

Interview これからの国際物流戦略

東京大学大学院　准教授
（広報委員）柴崎隆一

聞き手・企画・文責
東武鉄道株式会社
（広報委員）越野晴秀

文責・企画補佐

日本通運株式会社　常務執行役員　東アジアブロック地域総括
香港日通通運株式会社取締役会長 兼 日通国際物流（中国）有限公司董事長兼社長

日本通運株式会社　執行役員
海外事業統括部、グローバルフォワーディング企画部、グローバルロジスティクスソリューション部担当

日通国際物流（中国）有限公司　東アジアブロック本社　経営戦略室　室長

日通国際物流（中国）有限公司　東アジアブロック本社　ネットワーク事業本部　本部長

杉山龍雄
田中博之
廣田　靖
福島竜男

一帯一路政策を踏まえたポストコロナ時代の
 日本通運の国際戦略

これからの国際物流戦略



写
真
提
供
　
柴
崎
隆
一

Global Logistics

（一社）計画・交通研究会　会報
Association for Planning and Transportation Studies Sept. 2020

03

うした企業との取引が増え、当社の
グローバルなネットワークサービス

を使っていただく機会が増え、取扱
量が増えるといった面もあります。

物流事業者にとっての一帯一路とは

柴崎　どのような考えで中欧班列へ
進出していかれるようになったので
しょうか。

杉山　当社は鉄道物流が創業事業で
あるとの認識があり、昔から鉄道ビ
ジネスを中国で是非やりたいという
熱い思いがありました。鉄道インフ
ラの整備を受け、 2015年頃から参入
しています。

福島　中欧班列の重要拠点のひとつ
である西安に2007年に支店を開設
し、2013年には国際貨物駅近隣に保
税倉庫会社を設立しました。西安は
国内の鉄道ネットワークと国際鉄道
サービスのスムーズな接続が可能な
場所であり、中欧班列が増便される
という情報もつかんでいましたので、

中国の鉄道物流ビジネスに参入する
機会ととらえて、事業拡大を図って
きました。2019年は西安発着で
1312便を取扱いました。
柴崎　中国の一帯一路政策の展開に
ついて、日本の物流事業者としてど
のようにとらえていますか。

福島　一帯一路を中国を中心とした
経済圏を形成する動きと捉えて警戒
される方も日本にはいらっしゃると
思いますけれども、物流事業者は形
成された社会のインフラを利用する
立場であり、中国で物流事業を進め
ていく上では、政策を理解したうえ
で是々非々で使えるものは使ってい
こうと考えています。たとえば、最
近中国政府が力を入れているルート
に、重慶・成都などの内陸部からベ
トナム国境に近い広西チワン族自治
区の欽州港に南下し、ASEANへアク

セスするルートがあります。こうい

う新しいルートの開発にも力を入れ
ていきたいと思います。

需が非常に大きくなっています。ま
た、中国政府の輸入に対する力の入
れ方、市場開放への力強さも相当な
ものがあります。それらを踏まえな
がら当社は倉庫事業や鉄道物流に取
組んでおり、鉄道については一帯一
路に関係する国際輸送だけではなく
て中国国内の鉄道物流にも注力して
います。この辺りがコロナ感染拡大
前の東アジアブロックの戦略になり
ます。

柴崎　中国で事業展開するにあたっ
てどのようなリスクがあるでしょう

か。やはり米中の貿易摩擦の影響は
大きいでしょうか。
廣田　中国と米国間の物流量はとて
も多いので、当然ながら米中貿易摩
擦を最大のリスクと捉えており、そ
の動向を注視しています。一方で、
中国資本のグローバル企業が多く成
長してきていて、これらの企業は高
い技術と品質を持っており、米国だ
けでなく世界各国とのビジネスを拡
大するように舵を切っています。そ

日本通運のアジア・欧州をつなぐクロスボーダー鉄道輸送サービス（図版提供：日本通運）

Interviewこれからの国際物流戦略

一帯一路政策を踏まえたポストコロナ時代の
 日本通運の国際戦略
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COVID-19感染拡大のインパクトと
今後の展望

柴崎　今年に入りCOVID-19の感染
が拡大していく時期に、物流事業に
どういうインパクトがあったのでし

ょうか。

杉山　中国では省単位でコロナウイ
ルスの防疫対策をしており、2月から
3月にかけてはトラックなども省また
ぎの輸送はできない状況となってしま
いました。飛行機は今でも利用が難
しいです。そうした中で、お客様のサ
プライチェーンを絶対止めてはいけな
いということで様々な取り組みをしま
した。たとえば先ほどご紹介した欽州
港を経由するルートなども代替路とし
て認知されたと思います。
　特に、鉄道は国が管理をしており、
1月の初めぐらいから職員を自宅か
ら離れた宿舎に住まわせるなど完全
に隔離して、通常通りのダイヤで対
応できる体制をとっていたので、省
またぎの輸送が可能でした。たとえ
ば、上海から武漢に援助物資・救援
物資を届ける際にも、トラックでは
運べないので鉄道に切り換えて対応
しました。

柴崎　ポストコロナ時代の中国にお
ける戦略や中欧班列の今後の展望に
ついてお伺いできますでしょうか。
杉山　基本戦略の変更はないと思っ
ています。中欧班列は今後も強化し

て、多様なサービスの提供をしてい
こうと考えています。たとえば、今
までは中国の内陸からドイツまでの
ルートを中心としていましたが、カ
スピ海経由でロシアを通らないでト
ルコや欧州方面へ向かうルートを開
発したり、北欧向けのルートを開発
したり、今まで混載が出来なかった
のを可能にしたり、航空や海運と組
み合わせたAir ＆ RailやSea ＆ Rail輸
送を展開していきたいと考えていま
す。今後も、中国の政策として内需
拡大や輸入強化に重点が置かれると
想定できるので、国内物流の強化、
輸入貨物の取扱い強化が中心になる
と思います。
　また、30年前に我々が中国に進出
したころは、ほぼ100%日系企業から
の依頼でしたが、最近ではグローバル
化した中国系の民間企業が我々のグ
ローバルな物流ネットワークを欲する

ようになって仕事が増えており、この
傾向も当分は続くと考えています。
　一方で、これまで中国国内で2,000

キロ以上かけて関連部品を輸送する
ようなことも行っていましたが、
COVID-19感染拡大によりこのよう
な長距離輸送のリスクが顕在化した
ため、組み立て工場への「在庫の近接
化」という要望が出ており、こうした
動きに倉庫事業や物流支援でしっか
りと対応していきたいと思います。
福島　中欧班列については、今後も
取扱う物流量は増えていくと考えて
います。中国・欧州と旧ソ連諸国で
列車の軌道幅が異なり国境で積み替
えが必要となり渋滞が発生するとい
った課題もありますが、関連する投
資は間断なく続けられており、いず
れ解消されていくと思われます。中
欧班列の輸送量は、COVID-19感染
拡大の影響で航空輸送が激減したこ

杉山龍雄　
日本通運株式会社　
常務執行役員

田中博之　
日本通運株式会社　
執行役員

廣田靖　
日通国際物流（中国）
有限公司　室長

福島竜男　
日通国際物流（中国）
有限公司　本部長

連雲港（中国） デュイスブルク河川港（ドイツ）

写真提供：柴崎隆一

コロンボ港（スリランカ）

Interview これからの国際物流戦略
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ともあり、この

6月累計で前年
比36%も増えた
という結果もあ
ります。列車を
使ったサプライ
チェーンのビジ

ネスもだいぶ進
んできており、

また環境保護の
観点からみて
も、今後、鉄道

を使った物流ビジネス、中欧班列の
取り扱いもますます伸びていくもの
と思います。
杉山　ポストコロナ時代においても、
中国は経済を回復させる強い力は持
っていると思いますし、実際に経済
が回復しているという力強さも感じ
ています。中国が今後落ち込んでい
くとは考えられません。
　一帯一路は、物流事業者にとって
のインフラとの認識で、今後もしっ

かり活用していきたいですし、一帯
一路の沿線には日本が参入しにくい
国々もあるので、ASEANの力も借り
ながらビジネス展開をしっかりと強
化していきたいと思います。更には、
成長目覚ましい中国資本のグローバ
ル企業を大事にしていくことが重要
だと思っていますし、素晴らしい企
業が多く成長してきていますので、
彼らとともに更なる事業の拡大を図
っていく次第です。
柴崎　たった今の状況ですと一帯一
路政策そのものよりも米中関係の方
が心配といえるかもしれませんね。今
日はどうもありがとうございました。

柴崎隆一　
東京大学大学院　
准教授

図版作成：計画・交通研究会

東京～上海を繋いたリモート取材の様子

一帯一路の模式図
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用語解説
注1） 中欧班列：中国と欧州を結ぶ
コンテナ貨物定期鉄道輸送サービ
ス。途中で編成替え（貨車の連結／
解放）をしないブロックトレインと

して運行することで、定時性を確保
するとされている。2011年に重慶
～モスクワ／デュイスブルク間で始
まったのを皮切りに、現在では中国
全土、中東、欧州全域、東南アジア
などにも発着都市が拡がる。2019

年の運行本数は8,225本、輸送量は
725,312TEU（いずれも両方向合計）。

注2） 一帯一路：習近平国家主席が
2013年秋に、シルクロード経済帯
（陸路）と21世紀海上シルクロード
（海路）の経済圏構想をそれぞれ別
個に発表し、後に一帯一路構想と
して統合された。現在ではユーラ
シア大陸だけでなく、アフリカや
ラテンアメリカなどにも2国間経
済協力に関する覚書の調印国が拡
大している。

Interviewこれからの国際物流戦略

〈トルコ〉
イスタンブール

〈イラン〉
テヘラン

〈ギリシャ〉
アテネ

〈エジプト〉
カイロ

〈ケニア〉
ナイロビ

〈インド〉
コルカタ

〈ベトナム〉
ハノイ

〈中国〉
福州

〈スリランカ〉
コロンボ

〈中国〉
ウルムチ

〈中国〉
西安

〈ロシア〉
モスクワ

〈オランダ〉
ロッテルダム

〈インドネシア〉
ジャカルタ

〈イタリア〉
ベネチア

One Belt, One Road Initiative

シルクロード経済帯（一帯）

21世紀海上シルクロード（一路）
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なって、公的に入れなくなります。
結局そういう案は採られなかったけ
ども、私は石川先生の意見には一理
あると思いました。完全に私的な空
間にすると誰も入れないから、誰で
も入れるような私的な空間、矛盾し
てるようですけど、簡単に言えば、
喫茶店とかレストランを水辺に設え
るということです。そうすると、一
定のおカネさえ払えば、一定の時間
は自分がそこを専有できるわけで
す。それは石川栄耀先生の理想をあ
る程度実現してるわけです。
　私はその議事録を読んで大変興味
深かったので、水辺にレストランや
カフェを持ってくるべきだというこ
とをずっと主張して、それが実際に
できあがりました。

日本の風土における河辺の場
　西欧では、歴史的に都市には市民
の広場が計画的に設けられているの
に対し、我が国では、寺社の境内や
門前、町の辻や河原などが、祭祀、
鎮魂の場として芸能が催され、市の
立つ広場になりました。
　例えば、夏に京都河原町で見られ

本書は、広島の太田川の河川整
備計画に昭和51年から関わ

ってこられた中村良夫先生とその弟
子の方々が、川と街のあり方をどの
ように考えて取り組んできたのか、
整備された水辺の場が市民にどのよ
うに活用され、川と一体となった街
づくりが進んできたのか、の記録で
あり、また今後、河川整備に携わら
れる方々にとっての貴重な手引き書
でもあります。

　今回は、この本の企画、構想にあ
たられた中村先生にオンラインでの
インタビューをお願いし、太田川の
整備計画において目指した水辺と都
市のあり方、また、その水辺におけ
る人々の関わり、活動の重要性につ
いてお聞きするとともに、現在のコ
ロナの状況を踏まえた今後の社会の
あり方等について、幅広くお話をお
伺いしました。

カフェのある水辺を目指す
　広島は先の戦争で原爆投下により
都市全体が壊滅した状況から出発
し、今日では中国地方を代表する都
市に蘇りました。戦後、その復興は、
「復興都市計画」で定める街路、公
園、土地区画整理事業などの中に、
平和大通り、中央公園、平和記念公
園と併せて河岸緑地の計画が盛り込
まれ、広島の街に河川をどのように
織り込んで計画するかという議論が
始まりました。　
　当時の都市計画審議会で、その当
時は東京都の建設局長をやっておら
れた石川栄耀先生が「広島というと
ころは戦前から、お金持ちになった
ら水辺の川が見
えるところに家
を建てて、川風
に吹かれながら
食事するという
のが人生の理想
だった」と言った
そうです。そう

いうことをやる

と、川に接したと
ころは私有地に

Interview:
著者インタビュー Books

溪水社（2019年12月発行）

都市を編集する川 ─広島・太田川のまちづくり─

［企画・構想］中村良夫　東京工業大学名誉教授　　［著］北村眞一・岡田一天・田中直人

元安川橋詰テラスとレストラン（中村康佑氏撮影）

はじめに―都市を編集する川　中村良夫
第1章 山紫水明の記憶【近世末期～1976年】

北村眞一
第2章 水辺都市広島の自画像―設計思想

を探る【1976～1983年】　北村眞一
第3章 都市デザインの新領域に挑む―社

会工学の思想・発想・構想【1976～
1990年】　北村眞一・岡田一天

第4章 水の都整備構想―胎動する水辺のま
ちづくり【1990～2003年】　田中尚人・
岡田一天

第5章 水の都ひろしま―水辺デザインの広
がり【2003～】　田中尚人・岡田一天

第6章 水辺を使うというデザイン―創意する
水辺の市民たち　田中尚人編

おわりに 北村眞一

Interview: 著者インタビュー
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に残る1本のポプラの木の再生への
取組みから始まったポップラ・ペア
レンツ・クラブ（PPC）の設立と、そ
のPPCによる河辺での屋外映画上映
会など、多彩な形で花開いています。
　このように水辺や野原を人々がル
ールに基づいて利用し、必要な管理
も行う考えは、イギリスでは「コモ
ンズ」として発達しました。日本で
も「入会地」と呼ばれ、山林や水辺の
入会地を共同で利用していたのです
が、明治以降はこれがなくなってし
まいました。イギリスでもコモンズ

はだいぶ減ってしまったのですが、
現在、またその意義が世界的にも見
直されてきています。
　一方、河川空間の活用に関する課
題として、防災空間であるという点
があります。広島の太田川も元来は
暴れ川であり、昭和3年には大洪水
が記録されています。そこで、昭和
6年に太田川放水路の計画が決定さ
れ着工し、戦争を挟んで昭和40年に
概成し、その後は市街地での洪水の
心配はなくなりました。

る納涼床もその名残です。鴨川は昭
和の初期に大洪水が起きて、川底を
大きく掘り下げてしまった。それ以
前は、川の水量が少ない時期には、
河原に縁台を出して、両岸にある料
亭から酒肴を届けてもらって楽しむ
ということが行われていました。現
在、先斗町のところに川床というの
をつくってテラス状に張り出してる
のは、以前、川床に出していた縁台
を全部取り払った代償として例外的
に認められたのです。いまでは京都
の風物になっているけど、あれは昭
和の7～8年からで、それほど古い
ものではありません。

　また、河原は古くから芸能を育む
場でした。京都では歌舞伎の元とな
る出雲阿国という女性が、四条付近
の河原で踊っていました。ですか
ら、現在も歌舞伎座は四条の川辺に
あります。

　現在でも河原は、街の人々によっ
て様々な形で使われるべきだと考え
ています。私どもが携わった河川護

岸のデザインは出発点であって、そ
こに市民が集まっていろいろな活動
を行う、そのことが重要なのです。
私どもは水辺を風景の基盤であり、
人々が集う器であると考えデザイン
しました。

市民による水辺活用の拡がり
　幸い広島では、民間が中心となっ
て「水の都ひろしま推進協議会」がつ
くられ、そこには市民団体、経済・
観光団体、学識経験者、行政機関の
関係者も加わり、水辺における都市
の楽しみ方、「水の都ひろしま」にふ
さわしい個性と魅力ある風景づくり
を目指して活動しています。この協
議会には、水辺のレストランや喫茶
店などから協賛金が寄せられ、これ
を資金にして、イベントなど様々な
活動を実施しています。
　その活動は、1997年の社会実験に
始まり、2005年には全国初の独立型
オープンカフェ、2004年には水上タ
クシーの開始、2006年には河岸緑地

Interview: 著者インタビュー

基町ポップラ通りでの屋外上映会（松浦康高氏撮影）

中村良夫先生
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場の雰囲気や気配は伝わりません。
場の雰囲気はリアリティーであり、
人間はやっぱりリアリティーがない
と生きていけないんじゃないかなと
思います。
　たとえば日本文化の一つの表象で
ある祭りは今後どうなるのかなど、
コロナは多くの根本的な問題を突き
付けています。どうやってこれらを
解決するかは非常に難しい問題です
が、逆にいうとこれは、今後デザイ
ンをする人達にとって、大きな新し
いチャレンジになるのではないかと

思っています。

聞き手：白根哲也 三菱地所（株）（広報委員）

　このように防災とアメニティのバ
ランスをどのようにとるかは、決し
て河川に限られた問題でなく、日本
のあらゆる場所において、人間と自
然の相愛と相克のなかで紡がれてき
たものであり、それが日本の風土を
作り上げてきたと言えるのかもしれ
ません。また、それは、荒御魂（あら
みたま）と和御魂（にぎみたま）という
二面性をもつ日本の神のお姿なのか
もしれません。

都市・盛り場とコロナ
　この本を書いたときには、コロナ
の状況はなく意識することもなかっ
たのですが、今となってみると、改
めて人が集まるとはどういうことか、
人が集まる都市・盛り場の意味は何
かを認識させる良い機会になったの
ではないかと思います。
　私は、この本の中でも「水辺の盛
り場」を一つのキーワードにしてい
ますが、盛り場は、大衆の生活の場
であり、社交の場であり、芸能を育
む場であり、それは即ち風土文化を
醸成する場であると考えています。

　また、今回のコロナでは、密を避
ける目的で、オンラインのコミュニ
ケーションが進み、人間が直接会う
機会が少なくなっていますが、これ
は大きな問題ではないでしょうか。
リモートでも内容は伝わりますが、

水上タクシー（中村康佑氏撮影）

河岸テラス配置図

Interview: 著者インタビュー



（一社）計画・交通研究会　会報
Association for Planning and Transportation Studies Sept. 2020

09

一 般に、建築を含む建設現場の
主な特徴として、単品受注生

産、労働集約型／重層下請け構造が
挙げられる。このため、現場の状況
が日々変化するのに伴い、不特定多
数の人が頻繁に出入りする。
　このような特徴があることから、
新型コロナウイルス感染症に関する
緊急事態宣言が出されて以降、当社
でも4月から5月にかけて一部で工
事を中断したところもあったが、全
社的には感染防止策を講じながら工
事を継続した。
　当社は土木工事の中でも大規模な
ものを多く手掛けており、いわゆる
「3密」状態となる恐れが比較的高い
状況にある。以下では感染拡大防止
への取組みを①入場時、②朝礼、③

休憩、④打合せ、に分けて紹介す
る。なお、ここで紹介する事例は必
ずしも当社の全現場で実施されてい
るわけではないことを予めお断りし
ておく。

1.入場時
　非接触型体温計で入場者全員の体
温計測や、マスクの配布、入り口に
消毒液を設置して手洗いを徹底する
など、水際対策を実施している。

2.朝礼時
　当社に限らず、大半の建設現場で
は始業前に元請、協力業社の全メン
バーが1箇所に集合して朝礼を行い、
その日の作業内容の確認や安全指示
事項の周知を図っている。朝礼会場
においても極力「ソーシャルディス
タンス」を保てるようにしているが、
不可能な場合は分散開催などの措置
を取っている。

3.休憩時
　建設現場では敷地内に元請や協力
業者の事務所を設置し、休憩場所と
しても使用しているが、新型コロナ
ウイルスの感染拡大を機に休憩時間
をずらしたり、また各詰所に消毒液
を設置したりするなどの措置を取っ
ている。

4.打合せ時
　冒頭でも述べたように建設現場は
日々状況が変化するため、基本的に
毎日元請職員及び協力会社の代表者
が翌日の作業調整のための打合せを
行っている。会議室内で「3密状態」
が避けられない場合においては、テ
レビ会議システムを使用するなどの
措置を取っている。なお、テレビ会
議システムは、本社や支店による現
場のパトロールや発注者との打合せ
などにおいても利用しており、長距
離移動や対面での打合せを極力削減
するよう心掛けている。

　本原稿の執筆時点（2020年6月）に

おいて、当社土木工事現場で新型コ
ロナウイルスの感染は発生していな
いが、まだ完全に収束したわけでは
なく、第2波の恐れもあることから
引き続き感染拡大防止に取り組んで
いく。

朝礼実施状況（離隔の確保、マスクの着用）

検温状況

時間をずらして昼食休憩

◎インフラ最前線にみる「防疫」

大成建設株式会社
土木本部土木企画部戦略計画室（執筆時点）
岩井俊英

会報・HP連動企画インフラ最前線にみる「防疫」

土木工事における
防疫の取組みについて
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高 速道路における新型コロナウ
イルス感染症対策として、

NEXCO東日本グループの事例を紹
介します。

高速道路サービスの提供を継続するた
めの対策
　NEXCO東日本グループでは、新型
コロナウイルスの感染拡大時において
も、安全・安心を確保しつつ24時間
365日高速道路サービスを提供する使
命を確実に果たすため、感染拡大防止
対策や、社員に感染者が出た場合にお
いても高速道路サービスを継続可能
とする様々な対策を講じました。
　第一に、道路管制センターに関し
ては絶対に継続が必要な機能である
ことから、以下のような対策を実施
しました。

 ・ 管制センターの社員とセンター外
の社員との接触を禁止（管制センタ
ー勤務の社員には、勤務時間外にお

いても、最大限の感染対策を求めま

した）

 ・ 管制センターの班編成を固定し、
接触者を最小化

 ・ 万が一感染者が出た場合に備えた
経験者のリストアップと人員補充
のシミュレーション

　次に、事故や災害時の復旧作業、
日々の巡回業務や法令で定められた
点検業務なども、必要な水準を確実
に維持するために、できる限り社員
の出勤・接触を減らして感染リスク
を下げる対策として以下の取り組み
を行いました。
・ 外出自粛の影響で減少した交通量
に合わせた料金所の開放レーン数
の縮小や、休憩施設のサブトイレ
の閉鎖など

 ・ 首都圏では、安全に直結しない緊
急性の低い小修繕の先送り、法令
違反にならない範囲での点検の先
送り、清掃・植栽作業の縮小

 ・ 執務室の分離や、安全ミーティン
グをテレビ会議で実施するなど出
勤している社員の接触機会の減少

 ・ 会議は、原則延期して資料作成業
務を減少させるとともに、必要な
場合でもテレビ会議により自宅か

らの参加も可能
な形で開催
　なお、社員の
感染が確認され
た2箇所の料金所
では、現金車用
のレーンを利用
停止しETC限定
運用とする措置
を講じました。

その他の取り組み
　国や地方公共団体の要請を踏まえ、
高速道路を利用した広域自粛要請と
して以下のような協力を行いました。
 ・ ドラ割（NEXCO東日本が企画する観光

振興等を目的とする割引）の新規受付
の停止や休日割引の適用除外措置

 ・ 情報板、休憩施設のポスター掲
示、HPやTVCMなどにより都県
を跨ぐ移動自粛の呼びかけ
　また、国からの要請を受け、検疫
対象の帰国者等の輸送に対して、無
料措置や一般のお客様との接触を避
けるための緊急用トイレ設置などの
協力を行いました。

今後の課題
　今後も引き続き感染防止対策を講
じながら業務を継続していきます
が、冬期は特にウイルス活性化が想
定されますので、雪氷作業員詰所に
おける感染拡大防止対策や作業員等
の接触機会低減対策により一層注力
していく必要があると考えています。

道路管制センター

ETC限定運用実施状況

検疫対象帰国者専用緊急用トイレ

◎インフラ最前線にみる「防疫」

東日本高速道路株式会社
上村 治（広報委員）

会報・HP連動企画 インフラ最前線にみる「防疫」

高速道路における
新型コロナウイルス対策
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当 社の事業の中心は建築・土木
等の建設工事の請負であるた

め、新型コロナウイルス感染症が世
界的にまん延している中においては、
その現場で働く従業員と技能者の健
康と安全・安心を確保した上で工事
を進めていくことが重要な課題とな
っています。

　また建設産業の社会的役割は、社
会資本整備を通して国民の生命と財
産を守り、経済を下支えするととも
に、災害時に「地域の守り手」として
復旧・復興を担うことです。そのた

め、政府が策定した「新型コロナウ
イルス感染症対策の基本的対処方
針」においては、建設工事等は緊急
事態宣言時でも継続することが求め
られています。

　こうした中、当社は手洗いや手指
の消毒、三密の回避、現場内の消毒
の徹底とともに、現場作業時のマス
ク等の着用もルール化し、現場での
感染防止対策を徹底しています。こ
こでは当社の特徴的な取り組みにつ
いて紹介します。

　1つ目は遠隔臨場（遠隔立会）の導
入です。遠隔臨場とは、受注者側の
現場技術者がウェアラブルカメラ等
で映した検査対象を、遠隔地の事務
所にいる発注者側の検査官がモニタ
ー上で確認し検査するものです。こ
れにより、発注者は現場への移動時
間の削減、受注者は立会調整時間の
短縮をすることができるだけでなく、
受発注者間の物理的な接触が無くな
り、リスク低減になります。発注者
と相談の上、公共工事を中心に導入
を進めているところです。

　2つ目はマウスシ
ールドの配備です。
夏場のマスクの着用
は皮膚から熱が逃げ
にくくなり、熱中症
のリスクを高めてし
まいます。マウスシ

ールドは、口の周り
に透明なプラスチッ
クフィルムをフレー

ムに定着させたもの
で、着用者が息苦し
さを感じることなく
唾液の飛散を防止で

きることが特長です。当社はマウス
シールドとともに冷感マスクの配布
も進め、熱中症リスクを低減しつつ
コロナウイルスの感染拡大防止を図
っています。

　その他の取り組みとしては、検温
の実施、消毒液の配置、朝礼時の十
分な間隔の確保、会議室等でのアク
リル板の設置などがあり、これらの
取り組みを徹底することで、（本稿を
執筆している）7月末現在、ほぼすべ
ての現場が稼働しています。当社は
“ウィズコロナ”という新常態に対応
していくために、業務のリモート
化・デジタル化の推進を中心に、
様々な手段を講じることによって、
引き続き従業員と技能者が安心して
働ける現場の環境づくりに尽力して
いきます。

会議室におけるアクリル板の設置状況遠隔臨場（遠隔立会）実施状況

マウスシールドの着用状況

◎インフラ最前線にみる「防疫」

清水建設株式会社
コーポレート企画室　産業政策渉外部
下間 英（広報委員）

会報・HP連動企画インフラ最前線にみる「防疫」

建設現場における
感染防止対策



（一社）計画・交通研究会　会報
Association for Planning and Transportation StudiesSept. 2020

12

首 都圏近郊型鉄道における新型
コロナウイルス感染症対策と

して、東急電鉄の取り組みをご紹介
します。

　東急電鉄では、コロナ禍において
も、安全に鉄道輸送サービスを提供
するエッセンシャルワーカーの使命
を継続するため、利用者への感染拡
大防止対策のほか社員への対策を講
じています。

鉄道サービスを継続するための対策
　鉄道の運行に関するオペレーショ
ン業務には、習熟を要する業務が多
くあります。運行を管理する運輸司
令所、信号を手動で扱う信号係、運
転士や車掌など乗務員等々。なかで
も最優先の機能である運輸司令所の
主な対策を以下に示します。
 ・ 運輸司令所入室時には、検温し発熱
していない確認とともにインターフ
ォンで健康状態に異常がないことを
申告し、画像で本人確認のうえ入室

 ・ 感染拡大を防ぐため宿泊室の完全
個室化

 ・ 感染者が発生した場合に備え、経
験者の配置準備による体制確保
（予備役）

　駅などで接客する社員はマスク着
用が欠かせませんが、熱中症予防の観

点から冷感マスクなども配布し着用し
ております。設備保守や工事作業の
現場においては、近くに人がいない場
合は適宜マスクを外し業務を行ってい
ます。また、全社的には出勤抑制や社
員同士の接触を避けるためリモート会
議も積極的に行っております。

利用者への感染防止対策
　不特定多数の方が利用される鉄道
の特性から対策が難しい面もありま
すが、できる限り安心してご利用い
ただけるよう対策を行っています。
以下、主な対策です。

　［駅］
 ・ 改札各所に手指消毒用アルコール
や体温計配備

 ・ トイレへのハンドソープ、便座クリ
ーナー設置、ハンドドライヤー停止

 ・ 券売機、定期売場で列の足元にソ
ーシャルディスタンス目印掲示

 ・ 改札窓口に飛沫感染予防ビニール
シート設置

 ・ 各種設備の抗菌対策（エ
レベーター押しボタンの
抗菌、券売機等のタッチ
パネル抗菌シート貼付

 自動改札 ICカードタッチ

部の抗菌・抗ウィルスコ
ーティング、など）

 ・ 沿線観光地行き企画きっ
ぷ発売停止（中華街、鎌
倉、川越等）

　［車両］
・ 換気のため出庫
時の窓開け

 ・ つり革、手すり
等への抗菌・抗
ウィルスコーテ

ィング実施
 ・ 車内放送による
エチケット放送
実施（マスク着用、
車内での会話、咳

エチケット等）

　［その他］
・ マスク着用や咳エチケットを促す
ポスター掲出
　駅では、沿線の医療従事者の方向け
に応援メッセージを掲出しました。お
礼の返信をいただくなどソーシャルワ
ーカー同士の交流も生まれています。

今後について
　コロナの長いトンネルに入りまし
た。人の移動が制限され新常態が浸
透しつつあり鉄道経営は厳しい状況
に直面しています。一方で、むしろ未
来に向けた新しい仕事のやり方、新技
術の導入で生産性を高める機会と考
えます。鉄道はエネルギー効率に優れ
環境に優しく、持続可能な未来へ向け
たポテンシャルの高い輸送手段です。
将来をしっかり見据えトンネルの先の
光に向けて走り続けます。

スプレーによる抗菌剤塗布作業

新型コロナ　
窓開けポスター

◎インフラ最前線にみる「防疫」

東急電鉄株式会社

佐藤嘉一

駅での応援ポスターとお客様からの感謝の言葉

会報・HP連動企画 インフラ最前線にみる「防疫」

首都圏近郊型鉄道における
新型コロナウイルス対策
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当 社は、1949年福岡県筑豊の地
で福山工務店として創業後、

建設コンサルタントとして歩み、昨
年には創業70周年を迎えた業界では
老舗の建設コンサルタントです。福
岡市に本社を置き、九州、中四国、
東京、東北及び海外を営業エリアと
して道路交通や鉄道分野を主力とし
て展開しています。特に、パーソン
トリップ調査（以下、PT調査）は、

1970年代当初から50年近くの実施
経験があり、その技術力を高く評価
されています。PT調査とは、「人の
移動データ」を調査・分析し、将来
の都市交通計画を立案する調査で
す。ここでは、交通と当社の関りに
ついて紹介いたします。

■当社と交通分野
　交通分野への参入は、1962年に日
本道路公団から交通量調査を受注し
たことが始まりです。翌年、京都大
学教授佐佐木綱先生の力添えをいた
だき、当時としては珍しい交通工学
専属の部署を設立し、本格的に活動
を始めました。1967年に実施された
広島都市圏（HATS）調査は全国初の
大規模PT調査として有名ですが、当
社では同時期に福岡市で小規模なア
ンケート調査を実施し、PT調査に参

入しました。1970年京阪神PT調査
に共同企業体として参加し、1972年
には北部九州圏PT調査を単独で実
施しました。その後、多くの都市で
実績を重ね、この展開に合わせて営
業エリアを拡大させてきました。ま
た、初めてPT調査を海外業務に採用
したプロジェクトとして、1971年マ
ニラ都市圏交通施設設計調査にも携
わりました。

　当社は、これらの計画・調査から、
設計・施工管理に至る一貫した業務
分野の垂直展開を図り、事業を拡大
させてきました。福岡北九州高速道
路や東日本大震災後の復興道路の設
計などの高規格道路の各種調査・設
計に加えて、北九州モノレール・沖
縄モノレール・広島新交通システム
の設計、小倉駅前ペデストリアンデ
ッキの設計等の大規模な公共交通プ
ロジェクトの実現にも多くの貢献を
してきました。

■変革期を迎えた交通
　2018年に実施した東京PT調査か
ら、東京都市圏での交通動向の変化
について紹介します。
　東京都市圏の総移動回数（トリップ
数）が調査開始以来、初めて減少に転
じ、10年前と比べて13%も減少し
ました。これまで、渋滞の軽減や増
加する交通需要に対応するための道
路や鉄道の新設整備等を実施してき
ましたが、交通需要が減少に転じた
ことで、交通施策の大転換期を迎え
たことになります。

　すべての年齢階層で外出率が減少
し、1日当たりの移動回数も2.61ト

リップ／人と0.23トリップ／人減少
しています。インターネット等の普
及により、人々の生活様式、移動パ
ターンが変化していることが推察さ
れます。

■新型コロナ禍での人流の変動
　新型コロナ禍で、スマートフォン
の位置情報を用いた人流データの提
供が一気に加速しました。当社でも、
本社のある福岡県を対象に、新型コ
ロナ禍による外出状況をこの位置情
報データを用いて独自に分析し、HP

上で公開させていただきました。
　福岡市天神地区の来訪者の緊急事

株式会社福山コンサルタント

Projects:

Projects: 会員企業・団体百景

図1　小倉駅南口駅前広場（平成7年）

取締役　執行役員交通マネジメント事業部長

栄徳洋平

交通の変化とともに

会員企業・団体百景
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Projects: 会員企業・団体百景

が減少し、その影
響で通勤地での
私事目的移動が
減少し、その結
果、夜を含めた商
業・飲食店等の衰
退により、都市中
心部等のにぎわ
い機能が低下す
るのではないか。

　これら以外の影響も含めて、都市
や交通、また生活様式で従来のトレ
ンドの延長では想像できない変化が
訪れ、それに対処することが求めら
れます。

■新型コロナ禍後の社会的な要求
　高齢者で「毎日外出する人」は5年
後その約8割は健康であるが、「ほと
んど外出しない人」は約3割しか健康
を保てないとの分析もあります。「巣
ごもり」のみならず、楽しく健康的
に外出できる環境整備がこれまで以
上に重要になっています。また、ど
んな社会であれ、物流等リアルな移
動や生活基盤が、我々の社会を支え
ており、その基盤を継続的に維持し
ていくことも上記と同様に重要であ
ると考えます。

■当社の取組みの紹介
　当社が最も得意とするデータ分析
に基づく交通コンサルティング業務に
ついて紹介します。都市の一人一人
の交通行動を予測し、都市全体の交

通の質的変化を予測するアクティビテ
ィシミュレーションの実務適用を広島
等で取り組んでおり、Society5.0の

実現に向けて解析技術の向上を目指
しています。

　図4は茨城県守谷市のグリーンイン
フラの取り組み事例です。里山の自
然を地域の資本と捉えて、持続的か
つ魅力あるまちづくりを実践するこ
とを目的とし、市全域でグリーンイ
ンフラ計画を推進しています。特に、
学校等で緑のカーテンとして栽培し
たホップからビールを製造し、その
資金をプロジェクトに還元する仕組
みを構築し、自律的にSDGsが達成す
ることを目標として活動しています。
　一方、当社地元の九州で発生した
7月の熊本豪雨災害等、頻発・激甚化
する災害に対して復興復旧対策に取
組んでいます。また、構造物モニタ
リング監視やAI等による河川水位予
測等に取り組んでおり、災害に対し
て柔軟に対応できる仕組みを社会に
提供していくことを目指しています。

■おわりに
　先行きが不透明で不確実な将来
に対して、当社は様々な企業や団
体と連携し、社会課題の解決に取
組み、持続可能な社会構築に寄与
することを目標として、活動して
いきたいと考えています。

態宣言中、宣言解除直後の交通行動
は以下の通りです。
① 平日の宣言中の来訪者は6割減とな
り、削減目標8割を達成されません。
② 宣言解除直後には通勤時間の分散
化が進んでいます。また、天神地区
来訪者の出発地分布を見ると、近接
する中央区からは3割減ですが、県
外から5割減と大幅に減少しており、
広域的な移動が回復していません。
③ 中央来街者を見ると、立ち寄り移
動が大幅に減少し、移動パターンの
変化が生じています。

■新型コロナ禍後で危惧すること
　Withコロナの議論が活発に行われ
つつありますが、危惧することを列
記します。
① 新型コロナ禍が長期化した場合、
バス、タクシー等交通事業者の経営
維持が困難となること、また、維持
されたとしても、東京都市圏でさえ
総移動回数が長期的に減少傾向に
あることから、交通事業者が現在
の事業スキームで持続可能である
のかどうか。

② 新型コロナ禍前から私事目的の
移動回数が減少していたが、今後
在宅勤務等の普及化により通勤者

図2　新型コロナ禍における福岡県の外出状況

Fukuyama Consultants Co., Ltd.／ Social Value Incubation-Lab Co., Ltd.  
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図3　渋谷ペデストリアンデッキの歩行シミュレーション

図4 　茨城県守谷市のグリーンインフラの取り組み事例

環境保全＋
エコツーリズム

都市農園
シェアファーム交通施策 公園マネジメント

健康増進
緑化＋特産品
（MGビール）

2018.12
事業化済

ホップ
生産 酒屋

飲食店

福山C もりあぐ イオンタウン

市内酒店 （　　） （　　）

もりやグリーンインフラ推進協議会
⇒SPC化、多様な資金調達と活用によるマネジメント

・・拡大中

施策連携 外部資金の呼び込み
・ふるさと納税
・グリーンボンド
・ソーシャルインパクトボンド
・ESG投資　等
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News Letters:
活動報告 HPに特別記事・動画ページを新設しました

News Letters: 活動報告

　広報委員会では、広報活動のさらなる充実を図るため、
新たな取り組みとしてHPに「特別記事・動画ページ」を
7月25日に新設しました。オリジナルの記事や動画をは
じめ企画委員会主催のセミナーや会報などとも連動した
特別記事や特別動画を制作し、掲載していく予定です。
リモート取材も積極的に行い、多角的に「今」をお伝えし
ていきます。

　今後も、国土やインフラに関する様々な知見・情報を
当会独自の観点から取材し、会員の皆さまにより一層分
かりやすくお届けしたいと思います。会報とともに、HP

の特別記事・動画ページをぜひご覧ください。
http://www.keikaku-kotsu.org/special/

東急電鉄（株） 小里好臣（広報委員会副幹事長） 
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Opinion:

日
本
大
学
理
工
学
部

教
授 金

子
雄
一
郎 

当
会
理
事・幹
事
長

　
コ
ロ
ナ
禍
は
社
会
全
体
に
様
々
な
影
響
を
与
え
る
と
と

も
に
、
私
た
ち
に
行
動
変
容
を
迫
っ
た
が
、
大
学
も
例
外

で
な
く
、
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
（
遠
隔
授
業
）
の
実
施
と
い
う

従
来
と
全
く
異
な
る
方
法
で
教
育
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。

私
の
所
属
学
科
に
お
い
て
も
、
関
係
教
員
の
努
力
に
よ
っ

て
4
月
中
旬
の
授
業
開
始
に
合
わ
せ
て
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業

を
開
始
し
た
が
、
教
員
も
学
生
も
初
め
て
の
経
験
で
あ
り
、

試
行
錯
誤
の
連
続
で
あ
っ
た
。
毎
週
の
よ
う
に
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
を
開
い
て
情
報
交
換
を
行
い
、
学
生
に
ア
ン
ケ
ー
ト

を
実
施
し
て
状
況
を
把
握
し
、
授
業
ス
タ
イ
ル
が
異
な
る

環
境
下
で
の
教
育
の
質
の
確
保
に
努
め
て
き
た
。 

　
ま
だ
ま
だ
課
題
も
多
く
、
引
き
続
き
改
善
が
必
要
で
あ

る
が
、
ひ
と
ま
ず
前
期
が
終
了
し
た
時
点
で
振
り
返
っ
て

み
る
と
、
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、
移

動
の
必
要
が
な
い
こ
と
、
繰
り
返
し
視
聴
で
き
理
解
が
深

ま
る
こ
と
、
ス
ラ
イ
ド
が
視
認
し
や
す
い
こ
と
、
課
題
の

解
答
力
が
向
上
す
る
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。
こ
の

う
ち
移
動
が
な
い
こ
と
を
除
け
ば
、
実
は
I
C
T
等
を
活

用
す
る
こ
と
で
、
通
常
の
対
面
授
業
で
も
対
応
可
能
な
こ

と
で
も
あ
る（
そ
の
た
め
、
所
属
学
部
で
は
メ
デ
ィ
ア
授
業
と

呼
称
し
て
い
る
）。
一
方
、
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、
学
生

の
反
応
が
把
握
し
づ
ら
い
こ
と
、
公
正
な
試
験
の
実
施
が

困
難
な
こ
と
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
環
境
に
依
存
す
る
こ
と

な
ど
で
あ
り
、
質
疑
に
つ
い
て
は
授
業
の
規
模
や
運
用
次

第
か
と
思
わ
れ
る
。
大
人
数
の
授
業
で
は
な
か
な
か
難
し

い
が
、
少
人
数
や
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
な
ど
で
は
対
面
以
上

に
活
発
化
し
た
授
業
も
あ
っ
た
。
ま
た
、
試
験
に
つ
い
て

は
、
大
学
で
習
得
す
る
知
識
は
将
来
に
わ
た
っ
て
基
礎
を

成
す
も
の
で
あ
り
、
質
の
保
証
の
観
点
か
ら
も
、
履
修
内

容
の
理
解
度
を
適
切
に
確
認
す
る
方
法
が
必
要
と
な
る
。 

　
こ
の
よ
う
な
授
業
に
お
け
る
I
C
T
の
活
用
に
つ
い
て

は
、
学
内
の
教
育
支
援
用
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
や
ビ
デ
オ

会
議
シ
ス
テ
ム
な
ど
は
従
来
か
ら
存
在
し
た
も
の
で
あ
っ

た
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
半
ば
強
制
的
に
使
用
せ
ざ
る
を
得
な

い
環
境
に
な
り
、
そ
の
有
用
性
に
あ
ら
た
め
て
気
づ
か
さ

れ
た
と
い
う
の
が
正
直
な
と
こ
ろ
で
あ
る
。
む
し
ろ
学
生

の
方
が
I
C
T
リ
テ
ラ
シ
ー
は
高
い
と
感
じ
る
場
面
も
多

く
、
I
C
T
を
活
用
し
た
能
動
的
な
授
業
・
学
修
の
機
会

を
増
や
す
こ
と
で
、
一
層
の
教
育
の
質
の
向
上
が
図
れ
る

も
の
と
思
わ
れ
る
。

　
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
は
今
後
も
継
続
さ
れ
る
可
能
性
が
高

い
が
、
リ
ア
ル
な
体
験
が
で
き
な
い
こ
と
が
大
き
な
課
題

で
あ
る
。
特
に
実
習
や
実
験
の
科
目
で
は
、
実
際
に
図
面

を
引
い
た
り
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
作
っ
た
り
し
て
体
得
す

る
こ
と
が
き
わ
め
て
重
要
で
あ
り
、
I
C
T
を
活
用
し
た

バ
ー
チ
ャ
ル
・
リ
ア
リ
テ
ィ
に
は
限
界
が
あ
る
。
ま
た
、
周

囲
の
人
に
気
軽
に
相
談
で
き
な
い
こ
と
や
、
長
期
間
一
人

で
取
り
組
む
こ
と
に
よ
る
心
身
面
で
の
影
響
を
懸
念
す
る

指
摘
も
あ
る
。
キ
ャ
ン
パ
ス
は
単
に
授
業
を
受
け
る
だ
け

で
な
く
、
友
人
や
教
員
等
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

日
常
的
に
行
わ
れ
、
そ
れ
が
学
生
生
活
は
も
と
よ
り
、
将

来
に
お
い
て
役
立
っ
た
り
す
る
こ
と
も
多
い
。
学
生
、
教

員
の
安
全
が
第
一
で
あ
る
こ
と
は
勿
論
で
あ
る
が
、
オ
ン

ラ
イ
ン
授
業
の
利
点
や
経
験
を
活
か
し
つ
つ
、
対
面
で
の

授
業
も
含
め
た
運
営
に
つ
い
て
、
大
学
の
存
在
価
値
と
い

う
観
点
か
ら
の
検
討
も
必
要
で
あ
る
よ
う
に
感
じ
る
（
実

験
・
実
習
等
を
対
象
に
、
既
に
対
面
で
の
授
業
を
実
施
し
て
い

る
大
学
も
存
在
し
、
所
属
学
部
に
お
い
て
も
現
在
実
施
に
向
け

て
検
討
中
で
あ
る
）。

　
最
後
に
教
育
関
係
で
一
点
付
記
さ
せ
て
い
た
だ
く
と
、

大
学
で
の
教
育
の
一
環
と
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の

役
割
が
増
し
て
い
る
。
毎
年
多
く
の
学
生
が
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
で
の
就
業
体
験
を
機
に
、
将
来
に
対
す
る
目
標
が

明
確
に
な
り
、
学
修
に
対
す
る
意
欲
が
高
ま
っ
て
い
る
こ

と
を
実
感
し
て
い
る
。
残
念
な
が
ら
今
夏
に
つ
い
て
は
、
コ

ロ
ナ
禍
の
影
響
で
行
政
機
関
を
中
心
に
早
々
と
中
止
が
決

定
さ
れ
た
。
感
染
収
束
の
見
通
し
が
立
た
な
い
中
で
の
や

む
を
得
な
い
判
断
で
は
あ
る
が
、
一
方
で
民
間
企
業
を
中

心
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
上
で
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
や
セ
ミ
ナ

ー
を
開
催
す
る
機
関
が
増
加
し
つ
つ
あ
る
。
就
業
体
験
の

完
全
な
代
替
に
は
な
ら
な
い
が
、
学
生
の
成
長
に
大
き
く

寄
与
す
る
観
点
か
ら
、
こ
う
し
た
機
会
の
創
出
を
ぜ
ひ
お

願
い
し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

Opinion: 視点


